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令和7年9月
大阪労働局 雇用環境・均等部指導課



（１）自社の女性活躍に向けた行動計画の策定・届出、社内周知、公表等

（２）女性の活躍に関する情報の公表

（３）優良企業に対する厚生労働大臣の認定制度

女性活躍推進法とは

2

常用労働者数が
101人以上の事業
主は義務
(100人以下の事業
主は努力義務)

各企業における女性の活躍推進に向けた自主的な取組みを促進する法律法律の内容・目的

【プラチナえるぼし】 【えるぼし（3つ星、2つ星、1つ星）】

▶2015年8月成立：2016年4月1日~2026年3月31日の10年間の時限立法として成立
▶2025年6月改正：法の有効期限がさらに10年延長（⇒2036年3月31日まで延長）

企業に対する義務付けが拡大（2026年4月1日から施行）

企業においてPDCAサイクルを回すことを促し、女性活躍の取組
を推進

女性が活躍しやすい企業であるほど優秀な人材が集まる等、企業競争
力を高め、市場を通じた社会全体の女性の活躍推進を図る

認定マークを表示し、対外的なPRを可能にする



○ 令和６年の女性の労働力人口は3,157万人。総労働力人口に占める女性の割合は45.4％となっている。
○ かつて、女性の年齢階級別労働力率はＭ字カーブを描いていたが、令和６年ではカーブが浅くなり、台形に近づいている。

【労働力人口の推移】

（資料出所）総務省「労働力調査」
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注１） 平成22年から26年までの数値は、平成27年国勢調査基準のベンチマーク人口に基づいて遡及又は補正した時系列
接続用数値に置き換えて掲載した。また、平成27年から令和３年までの数値は、令和２年国勢調査基準のベンチマ－ク
人口に基づく時系列接続用数値を掲載している。

注２） 平成23年の数値は、東日本大震災の影響により、関連統計等を用いて補完的に推計した値である。
注３） 労働力人口総数に占める女性割合は、厚労省雇均局作成。
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【女性の年齢階級別労働力率（2024年）】

女性の労働力人口と年齢階級別労働力率
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女性の年齢階級別就業率（雇用形態別）

○ 年齢階級別に女性の就業形態をみると、「正規の職員・従業員」は25～29歳がピークとなっている。
○ 年齢別の就業率は、35～39歳を底に再び上昇していくが、若い年代（25～34歳）と比べて非正規雇用割合が上昇する傾向がある。

女性の年齢階級別就業形態

（資料出所）総務省「労働力調査」（令和６年）
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正規の職員・従業員 パート・アルバイト 労働者派遣事業所の派遣社員

契約社員・嘱託 その他 役員

自営業主(内職者を含む） 家族従業者

正規の職員・従業員

パート・アルバイト

労働者派遣事業所の派遣職員

家族従業者
自営業主（内職者を含む）

役員

その他

契約社員
・嘱託

女性の役員を除く雇用者
２,７４３万人

うち正規の職員・従業員
１,２９９万人（４７.４％）

うち非正規の職員・従業員
１,４４４万人（５２.６％）
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男女間賃金差異の状況

○ 男女間賃金差異は長期的に縮小傾向にあるが、国際的に見れば依然として差異が大きい状況にある。
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男女間賃金差異の国際比較（2021年）

注） 男女の中位所得の差を男性中位所得で除した数値。原則、フルタイム労働者の週あたり総収入が対象。

資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」を用いて厚生労働省雇用環境・均等局作成

資料出所：（独）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較２０２４」
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（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（令和６年）を用いて厚生労働省雇用環境・均等局作成

（％）

（年）

注１）平成30年調査から、常用労働者の定義が変更されている。
（変更前：１か月を超える期間を定めて雇われている者、変更後：１か月以上の期間を定めて雇われ
ている者）

注２）平成30年以前は、調査対象産業「宿泊業、飲食サービス業」のうち「バー、キャバレー、ナイトクラ
ブ」を除外している。

注３）令和２年から、推計方法が変更されている。
注４）平成18年～令和元年分については、データの一部に遡及推計値を用いている。

（資料出所）（独）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2025」いずれも2023年値

注１）日本の分類基準（日本標準職業分類）とその他の国の分類基準（ISCO-08）が異なるので、単純比較は難し
いことに留意が必要。

２）ここでいう「管理職」は、管理的職業従事者（会社役員や企業の課長相当職以上や管理的公務員等）をい
う。

３）割合は、管理的職業従事者のうち女性の占める割合。
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○ 管理職等に占める女性の割合は長期的には上昇傾向にあるが、国際的に見ると依然その水準は低い。

管理職等に占める女性割合

6



7.7

6.6 

7.4 

12.5

12.2 

12.4 

10.7

9.5 

9.2 

18.1

21.5 

18.9 

17.0

12.3 

12.5 

13.5

9.7 

12.2 

20.5

28.0 

27.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

昭和60年

平成26年

令和６年

0年 1～2年 3～4年 5～9年 10～14年 15～19年 20年以上

勤続年数

11.9
12.5

13.5
13.0

13.9

6.8 
7.4 

8.8 8.8 

10.0 

4

6

8

10

12

14

16

60616263元 2 3 4 5 6 7 8 9 101112131415161718192021222324252627282930元 2 3 4 5 6

男性 女性

（年）

13.3

10.4 

10.7 

23.0

18.0 

17.7 

17.0

12.9 

12.4 

21.8

24.5 

21.6 

13.0

12.9 

12.6 

6.4

7.6 

10.1 

5.5

13.6 

15.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

昭和60年

平成26年

令和６年

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（令和６年）

勤続年数階級別一般労働者構成比の推移 一般労働者の平均勤続年数の推移
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男

性
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（年）

注１）平成30年調査から、常用労働者の定義が変更されている。
（変更前：１か月を超える期間を定めて雇われている者、変更後：１か月以上の期間を定めて
雇われている者）

注２）平成30年以前は、調査対象産業「宿泊業、飲食サービス業」のうち「バー、キャバレー、ナイトクラブ」を除外
している。

注３）令和２年から、推計方法が変更されている。
注４）平成18年～令和元年分については、データの一部に遡及推計値を用いている。

令和

○ 女性一般労働者の平均勤続年数は延びているが、男性よりいまだ短い（令和６年の平均勤続年数は男性13.9年に対

して女性10.0年）。
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仕事と生活の両立をめぐる現状

11.2%

6.4%

1.4%

7.6%

9.4%

11.2%

11.8%

26.8%

45.8%

その他

特にない

契約が終了する見込みだったため

妊娠・出産を機に不利益な取り扱い（解雇、減給、
降格、不利益な配置転換、契約を更新しないな…

妊娠・出産をしたら辞めるつもりだったため

妊娠･出産に伴う体調の問題があったため

妊娠・出産前と比べて、仕事の内容や責任等につ
いて、やりがいを感じられなくなった（なりそう…

家事･育児に専念するため

仕事を続けたかったが､
仕事と育児の両立の難しかったため

女性（離職前正

社員・職員）

（ｎ＝500）

①勤務先に短時間勤務制度や残業を免除する制度などの両立できる働き方の制度が
整備されていなかった （32.8％）

②勤務先に産前・産後休業や育児休業の制度が整備されていなかった （24.9％）

③勤務地や転勤の問題で仕事を続けるのが難しかった （23.6％）

④自分の気力・体力がもたなそうだった（もたなかった） （21.8％）

⑤勤務先に育児との両立を支援する雰囲気がなかった （19.2％）

⑥制度は整備されていたが、勤務先で短時間勤務制度や残業を免除する制度などの

両立できる働き方の制度を利用できそうになかった（できなかった） （18.3％）

⑦夕方から夜間（18時～21時）までの時間帯に勤務時間があった（シフト制などによる

ものも含む） （14.8％）

両立が難しかった具体的理由 （複数回答）

○ 約３割の女性が第１子出産後に退職している。
○ 妊娠・出産、子の育児等を理由とした退職理由を見ると、「両立の難しさで辞めた」（45.8％）、「家事・育児に専念するため」（26.8％）

【出典】日本能率協会総合研究所「仕事と育児の両立等に関する実態把握のための調査研究事業」（労働
者調査）（令和４年度厚生労働省委託事業）
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1985-89 1990-94 1995-99 2000-04 2005-09 2010-14 2015-19

子どもの出生年

就業継続（育休利用） 就業継続（育休なし） 出産退職

妊娠前から無職 その他・不詳

第１子出生年別にみた、第１子出産前後の妻の就業変化

（※）【 】内は、出産前有職者を100として、出産後の継続就業者の割合を算出

（注１）就業変化は、妻の妊娠判明時と子ども１歳時の従業上の地位の変化をみたもの。
（注２）上記グラフは、対象期間（例：2010～2014）中に出産した女性の就業変化を表している。

【出典】国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査（夫婦調査）」（2021年）

出産退職
23.6％

【30.5％】(※)

出産後
継続就業率
53.8％

【69.5％】(※)

出産前有職
77.4％
【100％】

妊娠・出産、子の育児等を機に退職した理由 （複数回答）

（※対象：小学校４年生未満の子の育児を
行い、約10年以内に妊娠・出産・育児のた
めに離職した経験のある者（調査時点の有
職無職は問わない。））



女性の継続就業・出産と男性の家事・育児時間の関係
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【出典】厚生労働省「第11回21世紀成年者縦断調査（平成24年成年者）」
（調査年月：2022年11月）より作成

注：
1)集計対象は、①または②に該当し、かつ③に該当する同居夫婦である。
①第１回から第11回まで双方が回答した夫婦
②第１回に独身で第10回までの間に結婚し、結婚後第11回まで回答した夫婦
③妻が出産前に仕事ありで、かつ、第１回「女性票」の対象者で、この10年間
に子どもが生まれた夫婦

2)10年間で２人以上出生ありの場合は、末子について計上している。
3)「総数」には、家事・育児時間不詳を含む。
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• 夫の家事･育児時間が長いほど、妻の継続就業割合が高くなる。

夫の平日の家事・育児時間別にみた妻の出産前後の継続就業割合
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• 育児休業取得率は、女性は８割台で推移している一方、男性は低水準ではあるものの上昇傾向にある

（令和５年度：30.1％）。

資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」

（※） 平成22年度以前調査においては、調査前年度の１年間。
（注） 平成23年度の［ ］内の割合は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。

育児休業取得率＝
出産者のうち、調査年の10月1日までに育児休業を開始した者（開始予定の申出をしている者を含む。）の数

調査前年の9月30日までの１年間（※）の出産者（男性の場合は配偶者が出産した者）の数

女性 男性
（％） （％）

（年度）
（年度）

政府目標
令和７ （2025）年 ：50％
令和12（2030）年 ：85％



男女雇用機会均等法

○ 雇用管理の各ステージ(※)における性別を理由とする差別の禁止
※ 募集・採用、配置（業務の配分及び権限の付与を含む）・昇進・降格・教育訓練、福利厚生、職種の変更・雇用形態の変更、退職の勧奨・定年・解雇・

労働契約の更新

①婚姻・妊娠・出産を退職理由とする定めを禁止
②婚姻を理由とする解雇を禁止
③妊娠・出産・産休取得等を理由とする解雇その他不利益取扱い(※)を禁止

※不利益取扱いの例：雇止め、降格、不利益な配置の変更、不利益な自宅待機を命ずること
④妊娠中・産後１年以内の解雇は事業主の反証がない限り無効

①職場におけるセクシュアルハラスメント及び妊娠、出産等に関するハラスメント（以下「セクシュアルハラスメント等」とい
う。）防止のために雇用管理上必要な措置を事業主に義務付け
②セクシュアルハラスメント等に関する相談をしたこと等を理由とする不利益取扱いを禁止(R2.6.1～)、
③自社の労働者等が他社の労働者にセクシュアルハラスメントを行った場合の協力対応の努力義務(R2.6.1～) 等

間接差別とは、 ① 性別以外の事由を要件とする措置であって、
② 当該要件を満たす男性及び女性の比率を勘案すると実質的に性別を理由とする差別となる恐れがあると考えられるものを、
③ 合理的な理由がないときに講ずることをいい、

厚生労働省令で定める次の要件については、合理性がない場合には間接差別として禁止。
◆ 募集・採用における身長･体重･体力要件 ◆ 募集・採用、昇進、職種の変更における転勤要件
◆ 昇進における転勤経験要件

１ 性別を理由とする差別の禁止

⇒ 男女労働者間に事実上生じている格差を解消するための企業の自主的かつ積極的な取組（ポジティブアクション）をする場合は、適用除外となる

（例）女性が少ない職種や役職に、女性を採用、登用する 等

①妊娠中・出産後の女性労働者が保健指導・健康診査を受けるための時間の確保、②当該指導又は診査に基づく指導事項を守ることがで
きるようにするため必要な措置の実施を事業主に義務付け
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２ 妊娠・出産・産休取得等を理由とする不利益取扱いの禁止等

３ セクシュアルハラスメント・妊娠、出産等に関するハラスメント対策

４ 母性健康管理措置

○ 間接差別の禁止

⇒職業生活に関して男女の均等な機会を確保するための法律



育児・介護休業法 ⇒職業仕事と家庭生活の両立を図るための法律
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介護休業 ※賃金の支払義務なし。※介護休業給付（賃金の67％）あり。

 対象家族１人につき、通算93日の範囲内で合計３回まで、介護休業の権利を保障

育児休業 ※賃金の支払義務なし。※育児休業給付（賃金の67％又は50％）あり。

 子が１歳（保育所に入所できないなど、一定の場合は、最長２歳）に達するまでの育児休業の権利を
保障（父母ともに育児休業を取得する場合は、子が１歳２か月に達するまでの間の１年間【パパ・ママ
育休プラス】）

 子が１歳に達するまでに分割して原則２回まで取得可能

子の看護等休暇 （令和７年４月１日施行） ※賃金の支払義務なし。

 小学校第３学年修了までの子を養育する場合に年５日（２人以上であれば年10日）を限度として取得で
きる（１日又は時間単位）

介護休暇 ※賃金の支払義務なし。

 介護等をする場合に年５日（対象家族が２人以上であれば年10日）を限度として取得できる（１日又
は時間単位）

所定外労働・時間外労働・深夜業の制限

 小学校就学前までの子を養育し、又は介護を行う労働者が請求した場合、所定外労働を制限 （令和７年４月１日施行）

 小学校就学前までの子を養育し、又は介護を行う労働者が請求した場合、月24時間、年150時間を超える時間外労働・深夜業（午後10時から午前５時まで）を制限

短時間勤務の措置等 ※２歳に満たない子を養育する場合について、育児時短給付（短時間勤務期間中の賃金の10%）あり。

 ３歳に達するまでの子を養育する労働者について、短時間勤務の措置（１日原則６時間）を義務づけ
 介護を行う労働者について、３年の間で2回以上利用できる次のいずれかの措置を義務づけ（①短時間勤務制度 ②フレックスタイム制 ③始業・終業時間の繰上げ・繰下げ ④介護費用の援助措置）

不利益取扱いの禁止等

 事業主が、育児休業等を取得したこと等を理由として解雇その他の不利益取扱いをすることを禁止
 事業主に、上司・同僚等からの育児休業等に関するハラスメントの防止措置を講じることを義務づけ

実効性の確保

 苦情処理・紛争解決援助、調停
 勧告に従わない事業所名の公表

※育児・介護休業法の規定は最低基準であり、事業主が法を上回る措置をとることは可能

育児休業・介護休業等の個別周知・意向確認、育児休業・介護休業等を取得しやすい雇用環境整備等の措置 （令和７年４月１日施行）

 事業主に、本人又は配偶者の妊娠・出産等の申出をした労働者に対して育児休業制度等の、介護に直面した旨の申出をした労働者に対して介護休業制度等の個別の制度周知・利用意向確認を義務づけ

 事業主に、育児休業及び産後パパ育休、介護休業及び介護両立支援制度等の申出が円滑に行われるようにするため、研修や相談窓口の設置等の雇用環境整備措置を講じることを義務づけ

 事業主に、労働者が介護に直面する前の早い段階（40歳等）の介護休業及び介護両立支援制度等に関する情報提供を義務づけ

※介護両立支援制度等：ⅰ 介護休暇に関する制度、ⅱ 所定外労働の制限に関する制度、ⅲ 時間外労働の制限に関する制度、ⅳ 深夜業の制限に関する制度、ⅴ 介護のための所定労働時間の短縮等の措置

柔軟な働き方を実現するための措置等、個別の意向聴取・配慮 （令和７年10月１日施行）

 ３歳以上小学校就学前の子を養育する労働者について、柔軟な働き方を実現するために労働者が選択して利用できる次のいずれかの措置（２つ以上）を義務づけ
①始業時刻等の変更（フレックスタイム制又は始業・終業時間の繰上げ・繰下げ） ②テレワーク等 ③短時間勤務制度 ④養育両立支援休暇の付与 ⑤保育施設の設置運営等

 事業主に、労働者の子が３歳になる前の適切な時期において、事業主が選択して講じた措置等の個別の制度周知・利用意向確認を義務づけ

 事業主に、労働者が本人又は配偶者の妊娠・出産等の申出をしたとき又は労働者の子が３歳になる前の適切な時期の仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・聴取した意向についての配慮を義務づけ

出生時育児休業 ※賃金の支払義務なし。

（産後パパ育休） ※出生時育児休業給付（賃金の67％）、出生後休業支援給付（賃金の13%）あり。

 子の出生後８週間以内に４週間まで出生時育児休業（産後パパ育休）の権利を保障

※２回に分割して取得可能、育児休業とは別に取得可能

※有期雇用労働者は、

子が１歳６か月に達するまでに労働契約（更新される場合には更新後の契約）の期間が満

了することが明らかでない場合であれば育児休業の取得が可能

（介護休業、出生時育児休業（産後パパ育休）も同趣旨）

※取得事由に感染症に伴う学級閉鎖等、入園(入学)式及び卒園式が追加
※勤続６月未満の労働者を労使協定に基づき除外する仕組みを廃止

育児休業の取得状況の公表

 常時雇用する労働者数が300人超の事業主に、毎年１回男性の育児休業等の取得状況を公表することを義務づけ （令和７年４月１日施行）



（１） 自社の女性活躍に向けた行動計画の策定・届出、社内周知、公表等

女性活躍推進法とは
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常用労働者数が101人以上の事業主は義務(100人以下の事業主は努力義務)法律の内容

ステップ１：自社の課題を把握するための現状把握及び課題分析

①自社の女性の活躍に向けた課題を解消するための行動計画の策定
②行動計画の社内周知、外部公表
③行動計画を策定した旨の都道府県労働局への届出
④目標の達成に向けた取組の実施や効果測定

▶自社の課題を把握するために、必ず基礎項目を把握

ステップ２：課題を踏まえた行動計画の策定

▶計画期間、数値目標、取組内容、取組の実施時期を必ず盛り込む

▶数値目標は所定の項目から、

▶課題分析を深めたい場合は、さらに所定の項目から選択した項目を把握（任意）

常用労働者数301人以上の事業主は、２つ以上の項目について目標を設定
常用労働者数101人以上300人以下の事業主は、１つ以上の項目について目標を設定

（２）女性の活躍に関する情報の公表
所定の項目から、

常用労働者数301人以上の事業主は、男女の賃金差異を含む３つ以上の項目について情報を公表
常用労働者数101人以上300人以下の事業主は、１つ以上の項目について情報を公表
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状況把握・目標設定、情報公表の項目一覧

状況把握 ⇒下線の4項目＋301人以上企業は「⑯男女の賃金差異」も把握 情報公表
⇒301人以上企業は（１）から「⑨男女の賃金差異」を含む２つ以上＋（２）から１
つ以上（計３つ以上）の目標を設定

⇒101人～300人企業は（１）と（２）から１つ以上の目標を設定

目標設定 ⇒301人以上企業は（１）と（２）からそれぞれ１つ以上
101人～300人企業（１）と（２）からいずれか1つ以上

（１）

女性労働者に対
する職業生活に
関する機会の提
供

①採用した労働者に占める女性労働者の割合（区） ①採用した労働者に占める女性労働者の割合（区）

②男女別の採用における競争倍率（区） ②男女別の採用における競争倍率（区）

③労働者に占める女性労働者の割合（区）（派） ③労働者に占める女性労働者の割合（区）（派）

④男女別の配置の状況（区） ―

⑤男女別の将来の育成を目的とした教育訓練の受講の状況（区） ―

⑥管理職及び男女の労働者の配置・育成・評価・昇進・性別役割分担意識その他の職場風土等に関する
意識（区）（派：性別役割分担意識など職場風土等に関する意識）

―

⑦管理職に占める女性労働者の割合 ④管理職に占める女性労働者の割合

⑧各職階の労働者に占める女性労働者の割合及び役員に占める女性の割合
⑤係長級にある者に占める女性労働者の割合

⑥役員に占める女性の割合

⑨男女別の１つ上位の職階へ昇進した労働者の割合 ―

⑩男女の人事評価の結果における差異（区） ―

⑪セクシュアルハラスメント等に関する各種相談窓口への相談状況（区）（派） ―

⑫男女別の職種又は雇用形態の転換の実績（区）（派：雇い入れの実績） ⑦男女別の職種又は雇用形態の転換実績

⑬男女別の再雇用又は中途採用の実績（区） ⑧男女別の再雇用又は中途採用の実績

⑭男女別の職種若しくは雇用形態の転換者、再雇用者又は中途採用者を管理職へ登用した実績 ―

⑮非正社員の男女別のキャリアアップに向けた研修の受講の状況（区） ―

⑯男女の賃金の差異（全・正・パ有） （301人以上企業は必須） ⑨男女の賃金の差異（全・正・パ有）（301人以上企業は必須）

（２）

職業生活と家庭
生活との両立に
資する雇用環境
の整備

①男女の平均継続勤続年数の差異（区） ①男女の平均継続勤続年数の差異

②10事業年度前及びその前後の事業年度に採用された労働者の男女別の継続雇用割合（区） ②10事業年度前及びその前後の事業年度に採用された労働者の男女別の継続雇用割合

③男女別の育児休業取得率及び平均取得期間（区） ③男女別の育児休業取得率（区）

④男女別の職業生活と家庭生活との両立を支援するための制度（育児休業を除く）の利用実績（区） ―

⑤男女別のフレックスタイム制、在宅勤務、テレワーク等の柔軟な働き方に資する制度の利用実績 ―

⑥労働者の各月ごとの平均残業時間等の労働時間（健康管理時間）の状況 ④労働者の一月当たりの平均残業時間

⑦雇用管理区分ごとの労働者の各月ごとの平均残業時間等の労働時間（健康管理時間）の状況（区）（派） ⑤雇用管理区分ごとの労働者の一月当たりの平均残業時間（区）（派）

⑧有給休暇取得率（区）（派）
⑥有給休暇取得率

⑦雇用管理区分ごとの有給休暇取得率（区）

※（区）･･･雇用管理区分ごとに対応する項目、（派）･･･派遣労働者を含めて対応する項目



女性の活躍に関する情報公表の強化

男女間賃金差異及び女性管理職比率の情報公表を、常時雇用する労働者の数が101人以上の事業主に義務付ける。

※１ 労働者の数が301人以上の事業主は、男女間賃金差異に加えて、①「職業生活に関する機会の提供に関する実績」から１項目以上、②「職業生活と家庭生活
との両立に資する雇用環境の整備の実績」から１項目以上の、計２項目以上を公表することとされている。

※２ 労働者の数が101人以上300人以下の事業主は、①及び②の全体から１項目以上を公表することとされている。

企業等規模 改正前 改正後

301人以上
男女間賃金差異に加えて、２項目以上 を公
表 ※1

男女間賃金差異及び女性管理職比率に加えて、２項目以上
を公表

101人～300
人

１項目以上を公表 ※2
男女間賃金差異及び女性管理職比率に加えて、１項目以上
を公表

女性活躍推進法の改正について

【見直し前後の比較】

施行日：令和８年４月１日

15

▶2025年6月改正：法の有効期限を10年延長（⇒2036年3月31日まで）
企業に対する義務付けが拡大（2026年4月1日から施行）

見直し内容



女性の活躍推進企業データベース h t t p s : / / p o s i t i v e - r y o u r i t s u . m h l w . g o . j p / p o s i t i v e d b /
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「女性の活躍推進企業データベース」は、女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画（行動計画）と、

自社の女性活躍に関する情報を公表するためのウェブサイトです。



民間企業における女性活躍促進事業
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詳しくは、

専用ＨＰを

ごらんください。


